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らが指摘するように EU 域外の状況が域内の安全保障に大きく影響することを示している 3。これ
らの問題は、EU の周辺地域の政治的・社会的・経済的不安定化を背景としており、従来の安全保
障政策の中核であった軍事的手段による領域防衛の発想では対応することが難しい。
このように EU が国境を超えた新たな安全保障上の問題に直面する中で、2000 年代初頭に
EU の対外政策の中に採り入れられた紛争防止概念の存在感が増しつつある。EU の紛争防止概
念は、2001 年に欧州理事会において「紛争防止に関する EU プログラム（The European Union 
Programme for the Prevention of Violent Conflicts、以下ヨーテボリ・プログラム）4」が採択され、
また、欧州委員会においても「紛争防止に関する報告書（Communication on Conflict Prevention、
紛争防止に関する報告書 2001）5」がまとめられたことを契機とし、その対外政策の中の重要な
軸の一つとなった。当時、EU では欧州安全保障防衛政策（The European Security and Defence 
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括的に紛争防止に取り組むこと、そして、EU が紛争防止を、対外政策の重要な要素として位置付
ける姿勢を公に示した。EU において紛争防止概念は、その後、2003 年および 2016 年に採択され
た安全保障戦略にも取り入れられ、今日の EU の対外政策の重要な柱の一つとなる。
このように紛争防止概念が EU の対外政策の中に位置付けられた結果、EU の多様な政策は、紛
争防止概念に照らし合わせ、その妥当性が評価されるようになった。中でも、2011 年にまとめら
れた「欧州委員会の紛争防止及び平和構築支援に関する評価（Thematic Evaluation of European 
Commission Support to Conflict Prevention and Peace Building、以下評価報告書 2011）」7、2020
年にまとめられた「EU の紛争防止及び平和構築支援に関する外部評価 2013-2018（External 
Evaluation of EU’s Support to Conflict Prevention and Peacebuilding (CPPB) 2013-2018、以下評
価報告書 2020）8」は、いずれも EU が外部委員会を設置し、自らの紛争防止の取り組みについて
分析を行ったものである。
EU の紛争防止の取り組みに関しては、EU の対外政策や安全保障政策を取り扱った研究に比べ








紛争防止概念が 2001 年に EU の対外政策の中に取り入れられて以降、EU において紛争防止に関
する認識や位置付けにどのような変化が表れてきたのかという点に注目する。具体的には、EU が
自ら外部委員会を設置してまとめた 2 つの報告書を取り上げて考察し、EU に紛争防止概念が取り
入れられたことの意義を検討する。
2.  EU の紛争防止概念とは
独仏和解にその成立の起源をもつ EU において、紛争防止という考え方は非常に馴染みのあるも
のである 12。しかし、それが安全保障政策を含む対外政策全般と関連付けられたのは 2000 年代に
入ってからであった。紛争防止概念は、2001 年に EU の対外政策の中に採り入れられることが文
書により示された後、EU の安全保障戦略の中でも明示されるようになった。
1990 年代初頭、域内市場の統合を進めたことにより一大経済アクターとなった EU は、マース
トリヒト条約（1992 年調印、1993 年発効）により共通外交安全保障政策（The Common Foreign 














































集めるようになり、2003 年に採択された EU 初の安全保障戦略である「欧州安全保障戦略（The 
European Security Strategy, ESS）15」、2016 年に採択された「EU グローバル戦略（EU Global 
Strategy, EU GS）」16 の中では、EU が周辺地域の安定に貢献することを自らの安全保障の観点か
ら優先課題の一つと位置付けている。
3.  CPPB に関する二つの外部評価報告書
本稿では 2001 年から 2010 年までの活動を対象とした「評価報告書 2011」及び、2013 年から
2018 年までの活動を対象とした「評価報告書 2020」を順に取り上げ、考察を行う 17。なお、紛争
防止の語は近年の EU の文書においては平和構築と併せて使用される傾向にあり、両者を並列し紛
争防止・平和構築（Conflict Prevention and Peacebuilding, CPPB）と記される。本稿では、紛争
防止と CPPB は互換性のある語として使用する。
・「評価報告書 2011」
紛争防止概念を取り入れてから 10 年の節目となる 2011 年に公開された「評価報告書 2011」は、
2008 年に欧州委員会の対外関係及び開発担当委員らの承認を受け、ベルギーに拠点を置くコンサル
ティング会社 ADE がまとめた 18。「評価報告書 2011」は、2 部構成（第 1 部 138 頁、第 2 部 280 頁）
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Sector Reform, SSR) や DDR を行う統合的アプローチの重要性が EU 内で共有されるようになっ
た 19。一方、イラク戦争を巡り EU 加盟国内の立場の相違があからさまとなり 20、EU が独自の対











以上のように、EU の「大戦略 26」である ESS は、テロリズム、大量破壊兵器の拡散、地域紛




EES の示す EU の安全保障観は、「評価報告書 2011」を理解する重要な土台となる。
このような地域紛争への関心の高まりを反映し、「評価報告書 2011」が対象とした期間（2001
～ 2010）に欧州委員会の CPPB に向けた拠出は 1 億 2 千万ユーロ（2001 年、約 150 億円）から
9 億 6200 万ユーロ（2010 年、約 1200 億円）、約 8 倍に増加し、累計 77 億ユーロ（約 1 兆円）に
上った 27。「評価報告書 2011」は、このように莫大な資金が投じられる CPPB 活動を、欧州委員会
の「紛争防止に関する報告書 2001」で示された統合的アプローチ（Integrated Approach）に基づ
き実施されているのかという点を軸として分析した。












これら 8 つの設問は、欧州委員会の取り組みが、「紛争防止に関する報告書 2001」で示された
CPPB の視点から妥当であるかを検証し、それを実現するにあたって課題となっている点を洗い出
すと共に、巨額が投じられた活動が結果を伴ったのかを明らかにすることを目指したものであった。
その上で「評価報告書 2011」は、結論として 11 の点を挙げた。全体の結論として、2001 年以降、
欧州委員会は、資金拠出を著しく増加させ、また政策枠組み及びそれに関連する手段を改善したこ
とで CPPB にシフトしていると評価した。その他の主要点としては、欧州委員会は、紛争当事国
に影響を及ぼす財政的・非財政的 28 な手段を有するが、こうした手段を CPPB 支援に用いてきた
ことを確認した。欧州委員会は、紛争の影響の緩和、安定化や再建においては価値のある貢献を実
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換にとどまっていると述べている。



























る（Should be at the Heart of the Strategy）30」という立場から、欧州委員会の CPPB 支援の取り
組みを検証した。「評価報告書 2011」が CPPB に関し、欧州委員会が EU 加盟国と比べて強みが








（European External Action Service, EEAS）が、EU の CPPB 支援に関する外部評価をドイツに拠
点を置くコンサルティング会社 Particip に委託して実施された 31。「評価報告書 2020」は、2013
年から 2018 年を対象期間としており、当該期間に EU は 56 億ユーロ（約 7300 億円）を CPPB




ち現れた。一方、EU 内に目を向けるならば、2015 年にはイギリスにおいて EU 離脱国民投票の
実施を公約とする保守党が総選挙で勝利する一方、フランスではパリでイスラム過激派によるもの
と見られる同時多発テロが起こり多数の犠牲者を出した。さらに、ロシアのクリミア危機、ブレグ
ジット、米トランプ政権の樹立など EU を取り巻く安全保障環境の変化は、EU における安全保障
協力強化の動きを後押しした。
こうした状況の中で、EU としての方向性を示し、加盟国をまとめ、EU 市民が求める安全を
EU が提供する姿勢を示すために、2016 年に新たな安全保障戦略として EU GS が採択された。









モゲリーニ EU 外務安全保障政策上級代表は EU GS の冒頭で、「軍事的能力や対テロと同じよ
うに雇用や包摂的社会、人権に焦点を合わせた」とし、欧州内外の平和構築や国家や社会の復元
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力（Resilience）に対応していると述べた 35。こうした EU の安全保障に対する姿勢は、「原則のあ







EU GS の採択は、軍事的な脅威だけでなく非軍事的な脅威に対しても EU が取り組まなければ
ならない状況に EU が置かれたことを象徴的に示している。欧州の安全保障をめぐる環境が、冷戦
期とも、また ESDP が採択された 2000 年代初頭までの時期とも大きく変化し、今日の EU にとっ
ては、周辺地域の安定が、自らの安全保障の観点から重要な問題となった。非軍事的脅威に直面し
ている EU の状況が、紛争防止概念の EU 内における定着を後押ししたといえる。
「評価報告書 2020」は、欧州委員会の CPPB の取り組みを分析、評価した。3 部構成（第 1 部 86 頁、
第 2 部 159 頁、第 3 部 109 頁）で対象とした期間は 2013 年から 2018 年である。そして、500 以
上の文書、600 以上のインタビュー、29 件のフィールドワーク、12 件のケーススタディを対象と
し、1）政策・戦略、2）統合的アプローチの促進、3）CPPB 支援の履行、4）結果とその持続性の 4
点を検証するため、以下の 7 つの設問を策定した。なお、「評価報告書 2020」の立脚点が「評価報









「評価報告書 2020」の結論は、「評価報告書 2011」と比較し、EU の CPPB 支援能力が改善され
た点と、依然として抱える課題を示した 38。改善された点としては、政策や戦略で示された CPPB
の視点が強化され、下位レベルでの戦略やプログラムに反映されるようになったこと、EU 内及び






























まず、1）政策・戦略について 39 ①、②で、国別レベルの戦略文書や決定に際して明確に CPPB
を取り入れること、「ヨーテボリ・プログラム」の採択から 20 年がたち、EU が CPPB に関する新







3）CPPB 支援の履行については、⑥から⑩の 6 点について勧告をした 41。まず、豊富な資金や相
対的に中立的な立場などの EU の強みを戦略的に活用することや、2021 － 2027 年多年次財政枠
組み（The Multiannual Financial Framework, MFF）42 で示された近隣・開発・国際協力インスト












報告書 2001」で示された EU の対外政策のあるべき姿との乖離が繰り返し指摘されることにより、
紛争防止概念が数ある EU の対外政策の中に閑却してしまうことが回避されている。









たのに対し、「評価報告書 2020」の勧告は、すべての EU の対外行動において紛争の原因への配慮










政策の中で紛争防止概念を主流化するという EU の姿勢が示された。その後、EU を取り巻く国
際情勢の変化に伴い、紛争防止概念は EU の対外政策の中で重要な柱となっていく。現在、EU の
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